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災害による経済損失は増加しており、世界中の全ての地域、先進国・開発途上国に脅威を

与えている－新しい国連世界防災白書による警告。 

 

ジュネーブ、5月10日（火）－本日、第3回防災グローバル・プラットフォーム会合にてパ

ン・ギムン事務総長により発表される国連世界防災白書「災害リスクを明らかにし、開発を

再定義する」によると、災害関連の経済損失は世界中の全地域にわたって増加しており、低

所得国の経済に深刻な脅威を与え、世界の富裕国の多くにおいても富の創出を追い越す状況

である。 

 

国連世界防災白書 (GAR11) 第2版では、インフラ被害は増加の一途であり、特に、政府がま

だ潜在リスク要因への対処に追われている低・中所得国においてその傾向が強いことが示さ

れている。さらに、再発損失や最大損失の甚大な規模は政府に衝撃を与え、行動を喚起する

に十分であろうと述べている。 

 

白書によると、状況はさらに複雑で、政府は期待損失総額の大部分に対して賠償責任がある

一方で、それに見合う不測事態に対応するための予算措置はほとんど取っていない。 

 

そして、今日、東アジア諸国でサイクロンや洪水による死亡リスクは20年前と比較して著し

く低下しているが、洪水による経済損失リスクは160%以上増加し、OECDの高所得諸国では、

1980年以降、熱帯低気圧による同リスクは262%増加した。その間、リスクにさらされている

世界GDPの絶対額は、1970年代の5,257億ドルから2000年代には3倍の1.6兆ドルに増大した。 

 

各国の事例として、白書は、1982年以降、メキシコ政府は各政権期間に100億ドル以上の災

害損失を被ってきたことを浮き彫りにしている。新しいミレニアムになった2000年以降から

現在では、200億ドル近くに増加している－これは、災害リスク管理への投資が欠如してい

る中、政府が対処しなければならない損失を明確に示しているといえる。 

 

白書は、災害関連経済損失と、特に地方レベルでのリスク管理への投資制約との直接的な相

関を示している。白書 2011 で強調されているように、こうした制約は、歪んだ行動を生み

出す。一方、早期警報、事前準備、応急対応などにおいては、進捗が見られるが、各国は、

無計画な都市化、エコシステムの劣化、脆弱な生活、住民意識やジェンダーなど重要課題と

いった、潜在リスク要因への対処に苦闘している。 

 



全地域に影響を及ぼしている現在の経済シナリオに鑑みると、政府は、今まさに、公共投資

の規模が、現在における災害リスク管理への投資を妨げないよう、いかに意志決定をするか

決める必要がある。また、政府は、今まさに、保有リスクと移転リスクの程度を決める必要

がある。 

 

白書のコーディネーターであるアンドリュー・マスクレイ氏は「本国連世界防災白書は、疑

いなく、リスクは全ての経済において蓄積されていることを私たちに示している。私たちは

事実上、それらを無視することで自ら危険を冒している。本白書は、私たちが既に気づいて

いたことを確かめるだけのもので、私は、私たちが結束して、目の当たりにしてきた広範な

経済・開発損失をくい止めるために必要な行動をとる時がきていることに私たちは気づき始

めていると思う」と述べている。 

 

また、白書は、低・中所得国で急激に増加している地震による死亡率についての新しい情報

を提供し、干ばつリスクを主に経済的決定と社会的選択の産物として指摘している。 

 

国連、政府、市民社会、科学・学術関係者からのリスクとリスク管理についての新しく整備

された大量のデータと、約100の政府・地域政府間組織からの兵庫行動枠組の実施の進捗状

況に基づき、白書では、世界的・地域的な災害リスクの傾向とパターンの重要な概観を示し

ている。これには、近年、アイスランドの火山噴火後のヨーロッパや東日本大震災後の日本

が経験したように、高度な相互依存システムにおける技術的破損などの新興リスクについて

の分析も含まれる。 
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